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中西地域の広域連系系統に係る計画策定プロセス

－中西地域作業会の検討状況－

2023年11月10日

広域系統整備委員会事務局



2今回のご説明事項

◼ 中西地域の計画策定プロセスは、国からの要請に基づき、2022年７月より、中地域増強
（中地域交流ループ＋中部関西間第二連系線整備）および関門連系線増強について、
作業会にて増強方策等の検討を進め、逐次、本委員会にて検討状況をご説明してきた。

◼ 今回は、以下の具体的な検討結果および今後の進め方について、ご確認いただきたい。

・ 中部関西間第二連系線整備の工期他・・・［中地域増強］

・ 関門連系線増強の送電ルート・・・［西地域増強］

・ 今後の進め方
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１．中部関西間第二連系線整備の工期他・・・［中地域増強］

２．関門連系線増強の送電ルート・・・［西地域増強］

３．今後の進め方



4１．中部関西間第二連系線整備の工期他について

◼ 中地域増強は、中地域交流ループおよび中部関西間第二連系線整備によって、中地
域全体の運用容量の拡大を図る方針をこれまで確認いただいている。

◼ このうち、中地域交流ループについては、第66回広域系統整備委員会にて、南福光BTB
装置の保守期限を踏まえ、既設設備の運用変更による対策を行うものとして、工事内容・
工事費等（工事費：80億円程度、工期：4年程度）を確認のうえ、設備を保有する
中地域3社が工事内容を精査しながら、2026年度の工事完了を目指して、工事を進め
ていくこととしている。

◼ また、中部関西間第二連系線整備については、第68回広域系統整備委員会で、工事
費・工期（工事費：439億円程度、工期：6.5年程度）を確認し、設計・施工の中で
工事費等の更なる精査をすることとした。今回、早期運開について検討したので、ご確認
いただきたい。



5

#60広域系統整備委 資料1-2
（2022/4/8）

（参考）中地域交流ループ
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#66広域系統整備委 資料2
（2023/2/14）

（参考）中地域交流ループ
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#68広域系統整備委 資料1
（2023/5/26）

（参考）中部関西間第二連系線
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系統増強 項目 報告内容 報告

中部関西間

第二連系線

工事概要

✓ 500kV北近江開閉所、関ケ原開閉所新設

✓関ケ原北近江線新設

✓北近江線、三岐幹線引込変更工事（π引込）他

・第68回整備委

増強効果

✓中地域全体の運用容量の拡大効果

✓過酷故障事故(N-4事故)に対する中地域の系統連系強化

✓中部・関西地内系統の信頼度向上（故障時・作業停止区間の局限化）

・第65回整備委

・第68回整備委

工事費 概算439億円 ・第68回整備委

工期 6.5年程度 ・第68回整備委

中地域

交流ループ

工事概要

✓電磁誘導対策

✓安定化装置改造

✓短地絡容量対策 他

・第65回整備委

増強効果

✓南福光BTBの保守リスク解消

✓N-2事故時の供給信頼度向上

✓運用容量拡大効果

・第60回整備委

・第65回整備委

工事費
80億円

※南福光BTBの撤去工事が別途必要。

・第66回整備委

工期 最短で約4年程度 ・第66回整備委

（参考）中地域増強に係る広域系統整備委員会での報告



9１．中部関西間第二連系線整備の工期他について

◼ 中部関西間第二連系線の運開時期（工期6.5年程度）については、冬期工事中断や環境アセス
の着手時期、停止調整等による影響が懸念されている。

◼ 一方で、当該工事は既設500kV基幹系統を保有する中部電力PG・関西電力送配電が事業実施
主体となることが合理的なことから、計画策定プロセスのうち「事業実施主体の募集」の省略が可
能。また、環境アセス実施に向けた準備の工夫等により運開までの期間短縮の余地もある。

◼ 環境アセスを2024年度秋までに現地着手できれば、本体工事の１シーズン前倒しが可能となり、
2030年10～12月までの運開とできる見込み。引き続き、可能な限り早期運開に向けて検討する。

’23年度 ’24年度 ’25年度 ’26年度 ’27年度 ’28年度 ’29年度 ’30年度 ’31年度

広域系統整備計画

送
電
工
事

第二連系線新設

三岐幹線Π引込

北近江線Π引込

変
電
工
事

関ケ原開閉所新設

北近江開閉所新設

通信工事

計画策定
ﾌﾟﾛｾｽ

▼策定

▼運開
2030/10～12

測量・設計・用地交渉 本体工事

測量・設計・用地交渉 本体工事

機器据付

通信線路工事

架線

土木・建物工事 試験

調査・設計・用地交渉

環境アセス
▼着手

計画策定ﾌﾟﾛｾｽを早期に終え、環境ｱｾｽ（猛禽類調査）を ’24年度
秋までに着手できれば、運開前倒しが見込まれる。

測量・設計・用地交渉
本体工事

機器据付
土木・建物工事 試験

架線
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◼ 中部関西間第二連系線について、今後、費用便益評価・基本要件の内容など速やかに検討を進め、
早期の運開を目指す。

◼ 中地域増強による受益の範囲については、中部関西間第二連系線整備による便益はもとより、交流
ループに以下などの便益があることを踏まえ、今後、整理していく。

✓ 南福光BTBの設備更新の代替であること［設備スリム化受益］

✓ 交流ループにより供給信頼度が向上すること［信頼度向上受益］

✓ ３社間の運用容量拡大により広域的取引の活性化効果があること［広域的取引による便益］

１．中部関西間第二連系線整備の工期他について

今後の進め方
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１．中部関西間第二連系線整備の工期他・・・［中地域増強］

２．関門連系線増強の送電ルート・・・［西地域増強］

３．今後の進め方



12２．関門連系線増強の送電ルートについて

◼ 関門連系線増強について、海峡周辺は市街化区域であり架空線ルート確保が難しいことから、
これまで交流連系での海底ケーブル連系・インフラ活用および直流連系について比較してきた。

◼ 交流連系については、海底ケーブル連系はケーブル製造・工事面で実現性に課題があること、
インフラ活用は必要となるケーブル条数の敷設が可能な空間・耐荷重等を確保できるかが課
題であることを確認している。

一方、直流連系はケーブル製造・工事面での課題はなく、交流よりもケーブルの条数が少
ないことから、海底ケーブル連系・インフラ活用において有利であること等を確認している。
［第68回広域系統整備委員会］

◼ 今回、関門連系線増強を直流連系で行う場合の海底ケーブルルートとインフラ活用ルートを
比較したため、ご確認いただきたい。

交直変換所
2GW

ケーブル

交直変換所
2GW

既設500kV
送電線（九州側）

既設500kV
送電線（本州側）

【関門連系線増強（直流）のイメージ】

・直流連系においては、海底ケーブル連系・インフ
ラ活用、いずれも既設系統から交直変換所・
ケーブルを介して連系。

・海底ケーブル連系とインフラ活用の変電所間の
送電ルートについて、比較。
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関門橋

関門国道トンネル

新関門トンネル

関門鉄道トンネル

下関側

門司側

（参考）関門海峡周辺の状況



14（参考）関門連系線増強の検討状況について

#68広域系統整備委 資料1
（2023/5/26）



15（参考）関門連系線増強の検討状況について

#68広域系統整備委 資料1
（2023/5/26）



16２ー１．関門連系線増強の送電ルートについて（直流、海底ケーブルルート）

◼ 海底ケーブルルートは、NEDO成果報告書の海底ケーブルルート選定における基本条件を
参考に、関門海峡周辺の状況を鑑み、ルート案を選定した。［2021年度NEDO成果報告書「多
用途多端子直流送電システムの基盤技術開発/洋上風力等からの高圧直流送電システムの構築・運用に関する
調査」］

◼ 海峡横断部は阿南紀北連系線と同等の最大水深70m程度、海底質は砂質となってい
る。ルート確保に大きな障害は確認されていないが、一部に露岩域、大型船舶が頻繁に
航行する海域、または大規模な洋上風力が計画されている海域があること等から、ケーブ
ルの設備信頼度や保守面を考慮し、ルート選定することが求められる。

◼ これらの条件を踏まえると、海底ケーブル亘長としては、40～55km程度となる見込み。
実施案検討以降において、引き続き、ルートを精査していく。

【ルート選定の基本的条件（2021年度NEDO成果報告書より抜粋）】
① ルート全体が短くなること

② 海底が比較的平坦であること

③ 埋設可能な地質（砂、シルト質）が望ましく、露岩域は敷設後にケーブルに損傷が発生する恐れがあることから、なるべく回避

④ 先行利用（漁業権区域、軍事訓練地域、工作物等）が少ないこと（定置網や養殖範囲を外す）

⑤ 漁礁や沈船等の障害物は回避

⑥ 大型船舶が頻繁に航行する海域は、投錨によるケーブル損傷の可能性や、工事時の調整が必要となることからなるべく回避

⑦ 自然災害による影響を可能な限り低減する観点で、活断層、海底火山等を避けたルートとする



17２ー２．関門連系線増強の送電ルートについて（直流、インフラ活用ルート）

◼ インフラ活用ルートについて、関門海峡横断の橋梁・トンネルへのケーブル敷設は、いずれも
建築限界内（法規制）となることや狭隘であること等により、実現性に乏しい。

◼ また、敷設が可能と仮定しても、既設500kV系統からインフラまでは市街地を経過する架空
50～60km＋地中30～40kmの長距離送電となる。そのため、比較的敷設が容易な
海底ケーブル案（50km程度）よりも工事費は高額となる見込み（工事費は1.5倍～2
倍程度と想定）。

インフラ 敷設の形態
インフラまでの
送電線整備

評 価

関門橋（関門自
動車道）

橋梁添架
1km程度

架空64km
地中45km

・橋梁の設計耐加重を超
過している可能性大

関門国道トンネル
（国道２号線）

トンネル内敷
設4km程度

架空64km
地中42km

・車道部、人道部ともに狭
隘または法規制により、
敷設不可

関門鉄道トンネル
（山陽本線）

トンネル内敷
設4km程度

架空55km
地中44km

・トンネル内、作業抗は法
規制や狭隘のため、敷設
不可

新関門トンネル
（山陽新幹線）

トンネル内敷
設4km程度

架空61km
地中31km

・トンネル内は法規制によ
り敷設不可

＜検討したインフラ＞

例.関門国道トンネル
（出典：NEXCO西日本ホームページ）

・車道部：構造物を設置できない建築限界の範囲内
でありケーブル敷設不可（道路法第30条及び道路
構造令第12条）。

・人道部：35kVを超過する電力ケーブルの敷設は不
可（電気設備の技術基準解釈第126条第3項）

・排気ダクト・送気ダクト：狭隘で敷設ｽﾍﾟｰｽなし。
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２ー３．関門連系線増強の送電ルートについて

今後の進め方

◼ 今回、関門連系線増強を直流で行う場合について、海底ケーブルルートとインフラ活用ルー
トの検討結果を整理した。

◼ その結果、海底ケーブルルートについては、海峡横断部では露岩域等に対して埋設・防護・
迂回が必要となる見込みだが、ルート確保に大きな障害は確認されていない。

◼ 一方、インフラ活用ルートについては、橋梁やトンネルにおいて道路法等の規制や狭隘等の
制約があり、ケーブル敷設の実現性は乏しいことを確認した。

さらに、既設500kV系統からインフラまで市街化区域経過が必要となり、長距離の架空線・
地中線での連系となることから、工事費においても、海底ケーブルルートよりも劣後する見込
みであることを確認した。

◼ このため、関門連系線増強は、実現可能性や工事費で優位な直流海底ケーブル連系を
基本とし、引き続き、工事費・工期の精査を進めていく。
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１．中部関西間第二連系線整備の工期他・・・［中地域増強］

２．関門連系線増強の送電ルート・・・［西地域増強］

３．今後の進め方
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◼ 中地域増強のうち中部関西間第二連系線整備については、費用便益評価や基本要件決定を早期
に進めるとともに、事業実施主体による環境アセス実施に向けた自治体との事前調整や社内手続きな
ど、可能な範囲で先行して準備を進めることについて検討する。

◼ 関門連系線増強については、引き続き、設備構成、工事費、費用便益評価等の検討・精査を進め、
年度内目途での基本要件決定を目指す。

’23年度
’24年度

9 10 11 12 1 2 3

広域系統整備委員会

中西地域作業会 ▼9/19 （今後、開催時期を調整）

★71回

▼10/13

★72回★70回 ★74回 ★75回 ★76回

■今後のスケジュール（案）

３．今後の進め方について

中部関西間第二連系線

中地域交流ループ

関門連系線増強

＋

工事概要の
確認・精査

工事先行着手

基本要件・
受益範囲の決定 実施案の募集・評価・決定

整備計画の策定

増強方策案
とりまとめ
(工期・工事費等)

費用便益評価
工事概要精査

基本要件
・受益範囲の決定

実施主体・
案の募集・
評価・決定

整備計画の
策定

直流連系の工事の確認・精査
（海底ルート検討・交直変換器検討）

インフラ活用検討

地内系統増強

増強方策案とりまとめ
（工期・工事費等）

費用便益評価

★73回

工
事
着
手
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第7回 中西地域作業会（7/21）

第8回 中西地域作業会（8/29）

第9回 中西地域作業会（9/19）

第10回 中西地域作業会（10/13）

（西地域作業部会と合同開催）

・関門連系線増強（直流海底ケーブル連系案）の検討
状況の共有について

など

４．整備計画具体化に向けた作業会の実施状況（報告）
各作業会の主な議題を報告


